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 盛土構造物の耐震設計法においては，地震時におけるすべり破壊の有無の判定あるいは地震後における

残留変形量などの評価に主眼をおいたものとなっており，斜面の崩壊範囲については検討の対象となって

いない．一方で，自然斜面は耐震設計の対象ではないが，各都道府県のがけ条例による建築禁止範囲に関

する規定が存在する．そこで本研究では，既往の大規模地震により崩壊した宅地造成斜面を対象として，

法肩から天端におけるすべり面の位置までの水平距離に着目した基礎的な検討を行った．その結果，一次

すべりのみの定義では，崩壊実績を十分に再現することができず，一次すべりだけでなく二次すべりにつ

いても同時に考慮する必要性が高いことなどがわかった． 
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1.  はじめに 

 

 日本は世界有数の山岳国であり，国土面積の約7割が

山地や丘陵地で占められていることから，急傾斜地にお

ける盛土や自然斜面が数多く見受けられる．さらに日本

は，世界有数の地震国でもあり，宅地盛土，道路盛土，

鉄道盛土および河川堤防などの盛土構造物の被災や自然

斜面の崩壊がしばしば発生している． 

盛土構造物に対しては，これまで，円弧すべり法に震

度法を適用した手法によって簡易に地震時の安定性が検

討されてきた1)．1995年兵庫県南部地震以降では，性能

照査の概念が取り入れられ，安全率ではなくNewmark法
2)や弾塑性FEM解析3)などの手法を用いて直接，盛土の残

留変位量等を照査する設計4)が行われている．すなわち，

地震時において盛土がすべり破壊を起こすか否かの判定，

および地震後における盛土の残留変形量(滑動変位量や

沈下量など：図-1参照)に主眼をおいた検討はなされて

いるが，斜面崩壊範囲については，これまで十分な検討

がなされていない．しかしながら，既存斜面の耐震診断

等を考えると，被災の可能性についての評価だけでなく，

斜面崩壊範囲の評価5),6)も必要であろう． 

一方，自然斜面等に対しては，耐震設計の対象とはな

っていないが，各都道府県の建築基準法に関する条例中

のがけに関する条文(以後，がけ条例7)と呼ぶ)による建

築禁止距離に関する規定が存在する．凸型形状を有する

斜面では既往の地震において斜面崩壊事例が多いという

既往の報告8)を勘案すれば，地震時における斜面のすべ

り破壊がどの程度の範囲にまで進行する可能性があるの

かを推定し，対策を施すことは非常に重要である． 

この点に関して秦ほか5),6),9),10)は，2009年駿河湾を震源

とする地震で被災した東名高速道路の盛土斜面，および

2001年芸予地震で被災した呉市両城の造成斜面を対象と

して，地盤強度のバラツキを考慮したモンテカルロシミ

ュレーション(MCS)を実施し，地震時における斜面の崩

壊範囲の評価指標として最大すべり面を提案している．

しかしながら，限られた数(僅か2つの事例)のケースス

タディに基づいた提案であること，いずれもスラブ内地

震を対象としており内陸地殻内地震やプレート境界地震

を対象としていないこと，設計実務においてMCSの実

施は煩雑となる可能性も残されていること，などを勘案

すれば，地震時における斜面崩壊範囲の評価についてこ

れまで十分な検討が行われているとは言い難い． 
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図-1 斜面崩壊範囲の評価の重要性5),6)                          図-3 建築禁止距離の設定現状に関する分類 
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図-2 日本国内における建築禁止距離に関するがけ条例の概略 

 

上記の背景を踏まえ本稿では，まず，住家の基礎部分

にまで斜面崩壊の範囲が進行している4つのケーススタ

ディ(2011年東北地方太平洋沖地震によって被災した仙

台市青葉区西花苑11),12)・福島市伏拝あさひ台団地13),14)，

2004年新潟県中越地震によって被災した長岡市高町団地
15),16)，2001年芸予地震によって被災した呉市両城17),18)の宅

地造成斜面(以後，対象斜面と呼ぶ))を設定した．そし

て，本震時ならびに本震後における円弧すべりを想定し

た斜面安定解析を実施し，図-1に示すように，法肩から

天端におけるすべり面の位置までの水平距離(以後，斜

面崩壊範囲と呼ぶ)と，被災実績を比較することで，地

震時における斜面崩壊範囲の評価に関する基礎的な検討

を行った結果について述べる． 

 
 
2.  がけ条例による建築禁止距離 

 

 住家を含む建築物の敷地については，建築基準法第19

条第4項において「建築物ががけ崩れ等による被害を受

けるおそれのある場合においては，擁壁の設置その他安

全上適当な処置を講じなければならない」と規定されて

いる．平出・田村7)は，日本国内における各都道府県の

建築基準に関する条例中のがけに関する条文(いわゆる，

がけ条例)における具体的な制限の規定の概略について

取り纏めを行い，報告している．本稿では，平出・田村

の報告7)を参考に，がけ条例中の建築物を建築する場合

の天端における法尻からの水平距離の規定に着目した整

理を行った．なお，長野県および大阪府については，建

築基準に関する条例中に該当する条文が存在しないため，

検討対象から除外している． 

図-2は，45都道府県のがけ条例の内容を整理した結果

である．図-2に示すとおり，がけ条例中の建築物を建築

する場合の水平距離L(以後，建築禁止距離Lと呼ぶ)に着

目して7タイプに分類・整理した．ここに，崖の高さ

H(斜面高さ)および崖の角度θ(斜面法勾配)に対する規

定が若干異なっていても同じタイプに分類されているこ

とに留意されたい．ここに，崖の高さHは2mまたは3m

を超える場合を，崖の角度θは水平面に対して30deg.を超

える場合を規定対象としているものが多い．図-3には，

図-2を参考に，がけ条例による建築禁止距離の設定現状

をさらに分類・整理したものを示す． 

 図-2および図-3に示すとおり，建築禁止距離Lに関し 

- 2 -



 

 3

      

写真-1 地すべり頭部の崩落崖下方からの被災状況3),4)            写真-2 地すべり末端部の住宅地に迫る流出土砂3),4) 
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図-4 対象斜面周辺の地形状況(1931年)                           図-5 対象斜面周辺の地形状況(2008年) 

 

て法尻を始点として崖の高さの2倍とする規定(タイプ1)

が最も多く，全体の69%(31/45)を占めている．なお，タ

イプ1は，他のタイプのがけ条例と比較して，最も安全

側の評価となる．また，法尻からの距離Lにより規定さ

れているケース(タイプ1～4)が全体の93%(42/45)を占め

ており，法肩からの距離により規定されているケース

(タイプ5)や崖の中央からの水平距離により規定されて

いるケース(タイプ6, 7)も見受けられる．図-2に示すよ

うに，1.で紹介した4つのケーススタディのうち，西花

苑(宮城県)・あさひ台団地(福島県)・高町団地(新潟県)

についてはタイプ1，両城(広島県)についてはタイプ4に

よる規定がそれぞれ適用されることが読み取れる． 

さらに，現在のがけ条例による規定は，図-2に示すタ

イプ5，6，7を除いて，崖の角度θが30度を超える場合と

いう前提条件は存在するものの，がけ条例における建築

禁止距離に関する規制の数式上(図-2および図-3参照)で

は，法勾配，傾斜基盤，表層厚(基盤～地表)，当該斜面

に作用する地震力(水平震度等)の影響などが十分に考慮

されていないと言い換えることができる． 

 

 

3.  仙台市青葉区西花苑での斜面崩壊 

 

(1)  被災概要 

釜井11)によれば，青葉区西花苑1丁目の対象斜面では，

2011年東北地方太平洋沖地震の強震動の作用により，写

真-1および写真-2に示すように，地すべり頭部では住宅

4棟が巻き込まれ崖下方へ住家が転落寸前となったほか，

地すべり末端部では流出土砂が住宅地にまで迫る被害と

なった．村尾ほか12)によれば，対象斜面では，地すべり

地形が認められることから，地盤変動の発生域は，地す

べり地形の再滑動域であると考えられている．また，秦

ほか19)は，図-4および図-5に示すように，地すべり頭部

であった箇所は切土され，住宅地の平坦部分の一部とな

っていることを指摘しており，2011年東北地方太平洋沖

地震の強震動の作用によって，地すべりの中腹から末端

部にかけて盛土された造成地盤が変動し，土砂流出に至

ったと考えられている． 

図-6は，東西方向(A―A’測線：図-5参照)における断面

図であるが，対象斜面は，高さが44mおよび法勾配が

1:2.14となっており，2.で述べた宮城県におけるがけ条

例の適用範囲からは外れている．しかしながら，地震に

よる斜面崩壊の範囲が法肩から約7.3mのところまで及ん

でおり(図-6参照)，写真-1に示すように，住家の基礎部

分がえぐられているのが確認できる． 

 

(2)  崩壊範囲の評価 

図-6には，対象斜面に作用した水平震度を考慮した斜 
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図-6 一次すべりおよび二次すべりによる斜面崩壊範囲の評価（仙台市青葉区西花苑） 
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図-7 2011年東北地方太平洋沖地震における青葉区西花苑での推定地震動の加速度時刻歴19) 

 

面安定解析の結果(臨界すべり円の探査結果)についても

同時に示しており，水平震度を考慮したフェレニウス法
20)に基づく円弧すべり解析を実施することで，臨界すべ

り円の抽出を行った19)． 

対象斜面サイトで行われた臨時地震観測の結果によれ

ば，対象斜面に作用した本震時の地震動は，Small-Titan

栗生小学校における本震時の観測地震動(図-7参照)と同

等程度であったと報告19)されており，当該地震動に野田

ほかの経験式21)を適用22),23),24),25)して，本震時における水平

震度をkH=0.29と概算した． 

解析の際に必要となる表層付近の地盤特性19)は，被災

した宅地周辺での土質材料による三軸CD試験結果に基

づき，単位体積重量=17.5kN/m3，粘着力c=14kPa，内部

摩擦角=32deg.とそれぞれ設定した．傾斜基盤の形状(表

層地盤の層厚)は，B―B’測線(図-5参照)において高密度

の常時微動計測を行い，常時微動H/Vスペクトルに対す

る理論H/Vスペクトルの整合性26)を踏まえて評価した． 

図-6に示すように，法肩から天端における臨界すべり

面位置(一次すべり位置)までの水平距離に着目すると，

その距離は3.9mとなり，崩壊実績である7.3mとは整合性

がとれていないものの，本震直後に崩壊範囲は，写真-1

に示すような住家の基礎部分まで及んでいなかったとい

う周辺住民から得たヒアリング結果に基づけば，この解

析結果は一定の信憑性を有しているものと考えられる．

また，本震後に斜面崩壊がさらに進行した可能性が高い

ため，本研究では，二次すべり27)を考慮した斜面安定解

析を連続的に実施した． 

具体的には，上述した本震時における臨界すべり円に

よる斜面崩壊(一次すべり)に起因したすべり土塊を全て

除去した状態で，フェレニウス法に基づく円弧すべり解

析を実施することで，臨界すべり円の抽出を行った．地

盤特性は本震時の解析と同様であり，水平震度kHについ

ては考慮していない．図-6に示すように，法肩から天端

における臨界すべり面位置(二次すべり位置)までの水平

距離に着目すると，その距離は7.1m(3.9m+3.2m)となり，

崩壊実績である7.3mと比較的良い一致を示す結果となっ

た． 

 

 
4.  福島市あさひ台団地での斜面崩壊 

 

(1)  被災概要 

中村ほか13),14)によれば，福島市あさひ台団地(図-8参

照)の対象斜面では，2011年東北地方太平洋沖地震の強

震動の作用により，宅地造成盛土の斜面が崩壊し，崩落

した土砂が国道4号線に流出したために，道路の通行機

能が不全となるなどの深刻な被害が発生した． 

図-9は，対象斜面の平面図に旧地形の等高線(点線で

表示)を重ね合わせたもの28)である．また図-9には，すべ

り土塊の主要な滑動方向(N100°W)についても同時に示

している．さらに図-10には，N100°W方向における対象

斜面の2次元モデル29)を示す． 

あさひ台団地は，昭和40年代に丘陵地を切盛して造成

が行われた宅地であるが，対象斜面は，高さが30m，法

勾配が1:1.7および1:2.0となっており，2.で述べた福島県

におけるがけ条例の適用範囲からは外れている．しかし

ながら，図-9および図-10に示すように，地震による斜

面崩壊の範囲が法尻付近から約70.2m(西側すべり面痕跡 
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図-8 福島市伏拝あさひ台団地                                                          図-9 旧地形の等高線を重ねた対象斜面の平面図28) 

  

写真-3 福島市伏拝の宅地造成盛土の被災状況(1)                                        写真-4 福島市伏拝の宅地造成盛土の被災状況(2) 

 

)および約85.9m(東側すべり面痕跡)のところまで及んで

いる．さらに，写真-3および写真-4に示すように，斜面

崩壊の範囲が住家の基礎部分にまで及び，住家が転落す

る深刻な被災となっているのが確認できる． 

 

(2)  崩壊範囲の評価 

図-11および図-12に対象斜面における安定解析の結果

(臨界すべり円の探査結果)を示す．斜面安定解析はフェ

レニウス法20)に基づく円弧すべり解析であり，臨界すべ

り円の抽出を行った30)．まず，水平震度は，本震時にお

ける対象斜面での推定地震動31)(図-13参照)に基づいて，

野田ほかの経験式21)を用いて水平震度kHを概算すると，

0.292となる．次に，造成盛土の単位体積重量は，中村

との私信32)に基づき16.87kN/m3とした．さらに，せん断

強度定数(c,)は，造成盛土の土質材料による定体積一

面せん断試験(CU条件)の結果33)に基づき，粘着力c= 

29kPaおよび内部摩擦角=14.8deg.とそれぞれ設定した．

最後に，地下水位は，地表面下3m付近で確認されてお

り，ボーリング調査でもこれ以深では含水が非常に多い

状態にあったことから，盛土内の地下水位は被災前も同

様に高かったことが想定34)されるため，図-10に示すよ

うに設定した． 

図-11に示すように，法尻から天端における臨界すべ

り面位置(一次すべり位置)までの水平距離に着目すると，

79.7mと推定され，この推定距離は，崩壊範囲の実績値

である85.9mとは整合性がとれていないように見受けら

れる．しかしながら，対象斜面の被災平面図(図-9参照)

に示すように，地表部におけるすべり面の痕跡は西側と

東側でそれぞれ確認できることや，本震直後には住家の

基礎部分にまで崩壊が進行していなかったという住民か

らのヒアリング結果に基づけば，上記の結果は一定の信

憑性を有しているものと考えられる． 

また，地表部におけるすべり面(東側)の痕跡状況(図-

9参照)を踏まえると，本震後に斜面崩壊がさらに進行し

た可能性が高いため，本研究では二次すべり27)を考慮し

た斜面安定解析を連続的に実施した．具体的には，図- 
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崩壊実績 (東側すべり面痕跡までの距離) 85.9m
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基盤層

造成盛土

N100°W

西側すべり面痕跡までの距離 70.2m

 

図-10 N100°W方向における対象斜面の2次元モデル29) 

79.7m一次すべりによる崩壊範囲

一次すべりによる
臨界すべり円

崩壊実績 85.9m

N100°W

 

図-11 対象斜面における安定解析の結果（一次すべり） 

85.6m二次すべりによる崩壊範囲

二次すべりによる
臨界すべり円

N100°W

崩壊実績 85.9m

 
図-12 対象斜面における安定解析の結果（二次すべり） 
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図-13 2011年東北地方太平洋沖地震における福島市伏拝あさひ台団地での推定地震動の加速度時刻歴30) 

 

11で示した本震時における臨界すべり円による斜面崩

壊(一次すべり)に起因したすべり土塊を全て除去した状

態で，フェレニウス法に基づく円弧すべり解析を実施す

ることで，臨界すべり円の抽出を行った．地盤特性は本

震時の解析と同様であり，水平震度kHは考慮していない． 

図-12は，法尻から天端における臨界すべり面位置(二

次すべり位置)までの水平距離を算定した結果である．

図-12に示すとおり，一次すべりならびに二次すべりに

基づく崩壊範囲の推定距離は，85.6m(79.7m＋5.9m)とな

り，若干過小に評価しているものの，崩壊実績である

85.9mとほぼ一致する結果となった． 

 

 
5.  長岡市高町団地での斜面崩壊 

 

(1)  被災概要 

2004年新潟県中越地震による高町団地の被災15),16)は，

盛土部に作られた外周道路とそれに沿った住宅に集中的 
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N80°W

造成盛土

住家
0 10 m

 
図-14 被災前の対象斜面の状況（文献16), 36)をもとに作成） 

N80°W

住家
0 10 m

 
図-15 被災後の対象斜面の状況（文献16)をもとに作成） 

 

写真-5 盛土斜面崩壊の範囲が住家の基礎部分にまで及ぶ2004年新潟県中越地震による高町団地の被災状況16) 

 

に発生した．図-14および図-15には，南西部の外周道路

における被災前および被災後の解析対象断面16)を示す．

対象断面は，旧地形は深い谷地形であり，本震により崩

壊に至ったことが確認されている． 

図-14に示すように，対象斜面モデルでは，斜面高さ

が8.2m(ただし，擁壁を含む)，法勾配が1:3.2となってお

り，2.で述べた新潟県におけるがけ条例の適用範囲から

は外れている．しかしながら，写真-5および図-15に示

すように，斜面崩壊の範囲が住家の基礎部分にまで及ぶ

大規模な被災となっており，詳細検討の必要性が示唆さ

れる． 

 

(2)  崩壊範囲の評価 

図-16，図-17，図-18に対象斜面における安定解析の結

果(臨界すべり円の探査結果)を示す．斜面安定解析はフ

ェレニウス法30)に基づく円弧すべり解析であり，臨界す

べり円の抽出を行った35)．まず，対象斜面サイトで行わ

れた臨時地震観測の結果によれば，対象斜面とKiK-net長

岡(周辺の既存観測点)では，サイト特性が非常に類似し

ていることが報告35)されており，対象斜面に作用した地

震動は，KiK-net長岡における観測地震動(図-19参照)と

同等程度であったと見なすことができる．よって，KiK-

net長岡での観測地震動(本震時および最大余震時)に野

田ほかの経験式21)を適用して，本震時に対象斜面に作用 
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図-16 一次すべりによる斜面崩壊範囲の評価(水平震度kH=0.288) 
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図-17 二次すべりによる斜面崩壊範囲の評価(水平震度を考慮しないケース(kH=0.0)) 
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図-18 二次すべりによる斜面崩壊範囲の評価(水平震度を考慮しないケース(kH=0.267)) 
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図-19 2004年新潟県中越地震における高町団地での推定地震動の加速度時刻歴35) 

 

した水平震度kHについて，kH=0.288(本震時)およびkH= 

0.267(最大余震時)と概算した． 

次に，造成盛土の単位体積重量tは，既往の高町団地

の動的解析による入力物性値36)を参考に，t=16.17 

kN/m3(地下水位以浅)およびt=18.42kN/m3(地下水位以深)

とした．さらに，せん断強度定数(c,)は，造成盛土の

土質材料(不撹乱試料)による繰返し非排水三軸試験の結

果37)に基づき，粘着力c’=0kPaおよび内部摩擦角’=36.9 
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住家

すべり土塊

斜面崩壊境界（すべり面）

斜面崩壊前の法肩から
住家までの距離= 4.2 (m)

広島県の崖条例による
建築禁止距離= 3.86 (m)

約1.0 (m)

斜面高さ
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斜面幅
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石積擁壁

N35°E

 
写真-6 呉市両城の対象斜面の被災状況18)                           図-20 対象斜面の被災概略図(断面図) 

 

deg.とそれぞれ設定した．最後に，地下水位は，高町団

地での動的解析の実績36)を参考に，図-14に示すように

設定した． 

図-16に示すように，法尻から天端における臨界すべ

り面位置(一次すべり位置)までの水平距離に着目すると，

16.4mと推定され，この推定距離は，崩壊範囲の実績値

である26.7mとは非常に大きな差異がある．しかしなが

ら，本震直後には住家の基礎部分にまで崩壊が進行して

いなかったという住民からのヒアリング結果に基づけば，

上記の結果は一定の信憑性を有しているものと考えられ

る．また，本震後に斜面崩壊がさらに進行した可能性が

高いため，本研究では，二次すべり27)を考慮した斜面安

定解析を連続的に実施した． 

具体的には，図-17および図-18に示すように，上述し

た本震時における臨界すべり円による斜面崩壊(一次す

べり)に起因したすべり土塊を全て除去した状態で，フ

ェレニウス法に基づく円弧すべり解析を実施することで，

臨界すべり円の抽出を行った．地盤特性は本震時の解析

と同様であり，水平震度kHについては，3.(2)および4.(2)

において得られた知見に基づき水平震度を考慮しないケ

ース(kH=0.0)，および最大余震(本震後約7分後に発生し

た地震：2004/10/23 18:03 Mj6.3)による水平震度を考慮す

るケース(kH=0.267)の2種類を設定した． 

図-17に示すように，二次すべりにおいて水平震度を

考慮しないケース(kH=0.0)では，法肩から天端における

臨界すべり面位置(二次すべり位置)までの水平距離に着

目すると，その距離は22.9mとなり，崩壊実績(26.7m)に

対する再現性はそれほど高くない．一方で，図-18に示

すように，二次すべりにおいて最大余震による水平震度

を考慮するケース(kH=0.267)では，斜面崩壊範囲の推定

距離は29.8mとなり，崩壊実績(26.7m)を3.1m上回る結果

となった．しかしながら，大規模クラックの発生位置

(図-14参照)までの距離(31.7m)を基準として考えると，

推定距離との差は1.9mとなり，推定精度が向上し，安全

側の評価結果が得られた． 

 

 
6.  呉市両城での斜面崩壊 

 

(1)  被災概要 

2001年芸予地震の強震動の作用により，広島県では，

数多くの斜面災害が発生した17)．県内の中でも急傾斜地

に住宅が密集した斜面都市である呉市では，宅地造成地

の被害が深刻であったことが報告18)されている．写真-6

に2001年芸予地震の強震動の作用によって被災した呉市

両城の対象斜面の被災状況を示す．写真-6は本震当日に，

写真-6の中の拡大写真は本震発生2日後に，それぞれ撮

影されたもので，住家の基礎部分にまで斜面崩壊の範囲

が及んでいるのが読み取れる． 

図-20は，写真-6で示した対象斜面の崩壊前の断面図
9),10)である．この対象斜面は，ほぼすべて石積擁壁によ

って覆われており，斜面高さHが3.8m，法勾配1:sが

1:0.684(=55.6deg.)となっており，がけ条例の規制対象と

なる．崩壊前の住家から斜面法肩までの直線距離は4.2m

であり，2.で述べた広島県におけるがけ条例に基づく建

築禁止距離となる3.86mを上回っているにも関わらず，

最終的な斜面崩壊の範囲が法肩から約5.2mのところまで

及んでおり，住家の基礎部分が1m程度えぐられており，

詳細検討の必要性が示唆される． 

 

(2)  崩壊範囲の評価 

斜面安定解析は，フェレニウス法20)に基づく円弧すべ

り解析であり，臨界すべり円の抽出を行った38)．ここに，

図-20で示したとおり，対象斜面の崩壊面は円弧に近い

形状を有していることから，解析においても円弧すべり

を想定することとした．また対象斜面は，崩壊範囲が大 
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図-21 2001年芸予地震における呉市両城の対象斜面での推定

地震動の加速度時刻歴39) 

一次すべりによる
臨界すべり円

斜面高さ
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3.4m一次すべりによる
崩壊範囲

崩壊実績 5.2m

 

図-22 一次すべりによる崩壊範囲の評価 

斜面高さ
3.8m
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二次すべりによる
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崩壊実績 5.2m

 

図-23 二次すべりによる崩壊範囲の評価 

 

きいため，地震時において石積擁壁による影響は比較的

小さく，解析においては安全側の評価結果となるよう，

石積擁壁を考慮していない．さらに石積擁壁がない場合

には，法先崩壊よりも法肩を含んだ法面上方の部分的崩

壊が発生し易いが，ここでは崩壊実績(実崩壊面)に習い，

一次すべりでは法尻を通る円弧すべり(法先崩壊)を想定

した解析を行った． 

水平震度kHは，対象斜面に作用した推定地震動39)(図-

21参照)に野田ほかの経験式21)を適用することで，kH= 

0.284と設定した．一方で，解析の際に必要となる斜面

内の地盤特性は，対象斜面近傍から採取した不撹乱試料

による三軸CD試験結果に基づき，単位体積重量t= 

18.8kN/m3，粘着力c=25.4kPa，内部摩擦角=28.5deg.とそ

れぞれ設定した． 

図-22に対象斜面に作用した水平震度を考慮した斜面

安定解析の結果(臨界すべり円の探査結果)を示す．図-

22に示すように，法肩から天端における臨界すべり面

位置(一次すべり位置)までの水平距離に着目すると，そ

の距離は3.4mとなり，崩壊実績である5.2mとは整合性が

とれていないものの，本震直後に斜面崩壊の範囲は，写

真-6に示すような住家の基礎部分まで及んでいなかった

という周辺住民から得たヒアリング結果に基づけば，こ

の解析結果は一定の信憑性を有しているものと考えられ

る．また，本震後に斜面崩壊がさらに進行した可能性が

高いため，本研究では，二次すべり27)を考慮した斜面安

定解析を連続的に実施した． 

具体的には，図-22で示した本震時における臨界すべ

り円による斜面崩壊(一次すべり)に起因したすべり土塊

を全て除去した状態で，フェレニウス法に基づく円弧す

べり解析を実施することで，臨界すべり円の抽出を行っ

た．地盤特性は本震時の解析と同様であり，水平震度kH

については考慮していない． 

法肩から天端における臨界すべり面位置(二次すべり

位置)までの水平距離に着目した結果を図-23に示す．一

次すべりならびに二次すべりに基づく崩壊範囲の推定距

離は5.6m(3.4m+2.2m)となり，若干過大に評価している

ものの，崩壊実績である5.2mと比較的良い一致を示して

いるのが読み取れる． 

 

 

7.  斜面崩壊範囲の推定に向けた分析・総括 

 

表-1は，3.，4.，5.，6.で述べたケーススタディの結果

を一覧に取り纏めたものである．以下，表-1に挙げた項

目順を参考に，得られた知見について述べる． 

 

(1)  斜面の諸元・強度定数 

 表-1に示すように，斜面高，法勾配，基盤勾配，表層

厚といった斜面の形状に関して一様な傾向を見出すこと

はできない．また，砂質土や粘性土を主体に構成された

斜面であり，高町団地での斜面崩壊を除く3つのケース

スタディでは，粘着力を有しているのが読み取れる． 

2.で述べたとおり，がけ条例では，崖の高さHとして

2mまたは3mを超える場合を規制対象としており，4つの

ケーススタディはいずれも規制範囲に含まれている．し

かしながら，崖の角度θについては，水平面に対して30

度を超える場合(法勾配1:1.73よりも急勾配)をがけ条例

では規定しているものの，呉市両城での斜面崩壊を除く

3つのケーススタディでは，いずれも1:1.73よりも緩勾配

となっており，今後の斜面崩壊範囲の推定に向けた分析

では，比較的緩勾配の斜面についても検討対象とする必

要性が示唆される． 

 

(2)  想定地震 

 表-1に示すように，被災要因となった地震のタイプは 
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表-1 ケーススタディに基づく斜面崩壊範囲の評価に関する総括 

宮城県仙台市 福島県福島市 新潟県長岡市 広島県呉市

青葉区西花苑 伏拝あさひ台団地 高町団地 両城2丁目

土工種別 地すべり地形 盛土 盛土 不明

斜面高H0 (m) 44 30 8.2 3.8

法勾配 1:s 1 : 2.1 1 : 1.7, 1 : 2.0 1 : 3.2 1 : 0.68

基盤勾配 1:k 1 : 3.5 1 : 3.6, 1 : 2.3 1 : 6.0 ―

表層厚H1（法尻） (m) 6.3 8.0 4.9 ―

表層厚H2（法肩） (m) 13.6 8.7 7.4 3.8

1:s/1 : k 1.63 2.1, 1.2 1.88 ―

H1/H0 0.14 0.27 0.60 ―

H2/H0 0.31 0.29 0.90 1.00

がけ条例の規制対象 なし なし なし あり

がけ条例規制範囲C (m) ― ― ― 3.86

単位体積重量(kN/m3) 17.5 16.9 16.2, 18.4 18.8

粘着力(kPa) 14 29 0 25.4

内部摩擦角 (deg.) 32 14.8 36.9 28.5

マグニチュード Mw9.0 Mw9.0 Mj6.8 Mj6.7

地震タイプ プレート境界 プレート境界 内陸地殻内 スラブ内

（本震）最大加速度 (Gal) 676 656 635 605

余震の考慮 なし なし あり なし

（余震）最大加速度 (Gal) ― ― 503 ―

崩壊範囲R (m) 7.3 85.9 26.7 5.2

R/H0 0.17 2.86 3.26 1.37

R/C ― ― ― 1.35

（本震）評価水平震度 0.29 0.29 0.29 0.28

推定範囲（一次）E1 (m) 3.9 79.7 16.4 3.4

推定精度（一次）E1/R 0.53 0.93 0.61 0.65

（余震）評価水平震度 ― ― ―，0.27 ―

推定範囲（二次）E2 (m) 7.1 85.6 22.9, 29.8 5.6

推定精度（二次）E2/R 0.97 1.00 0.86, 1.12 1.08

サイト名

被災地震名
2011年東北地方
太平洋沖地震

2011年東北地方
太平洋沖地震

2004年新潟県
中越地震

2001年芸予地震

 

 

まちまちとなっていることが読み取れる．これは言い換

えれば，本稿では，野田ほかの経験式21)を用いて水平震

度を概算しているが，この経験式がプレート境界地震，

内陸地殻内地震，スラブ内地震において適用できる可能

性が示唆される．さらに，対象斜面に作用した本震時に

おける最大加速度PGAは，いずれも600gal程度となって

おり，今後の斜面崩壊範囲の推定に向けた分析では，地

震のタイプに関わらず，本震時の地震力(水平震度)をほ

ぼ一定の値として取り扱いできる可能性がある．ただし，

高町団地での斜面崩壊において得られた知見のとおり，

本震と同程度の規模の余震が発生し，対象斜面に影響を

及ぼす可能性がある場合には，本震時ならびに余震時の

地震力(水平震度)を同時に評価する必要性が示唆される． 

 

(3)  崩壊範囲の評価 

 表-1に示すように，斜面高さ(図-2および図-3で示した

とおり，がけ条例による建築禁止距離を規制する際の変

数)に対する崩壊実績の割合には，明瞭な傾向が確認で

きない．また，6.で述べた呉市両城の斜面崩壊のみがけ

条例による規制対象となっているが，建築禁止距離を上

回る崩壊実績を示している． 

 さらに，崩壊実績に対して，一次すべりのみを考慮し

た解析では，十分な精度で崩壊範囲を評価できていない

ことが読み取れる．しかしながら，一次すべりだけでな
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く二次すべりを同時に考慮することで，崩壊範囲をいず

れも1割程度の誤差で再現できているのが読み取れる．

すなわちこれは，二次すべりによる臨界すべり円に達す

るまで斜面崩壊が進行する可能性が高く，大規模地震時

における斜面崩壊範囲の評価では，一次すべりだけでな

く二次すべりについても同時に考慮する必要性が高いこ

とを示唆するものである． 

 

 

8.  まとめ 

 

 本研究では，既往の大規模地震で被災した宅地造成地

における斜面崩壊を取り上げ，地震時における斜面崩壊

範囲に着目した基礎的な検討を実施した．得られた知見

を以下に示す． 

(1) 各都道府県のがけ条例の適用範囲外(法勾配1:1.73よ

りも緩勾配)であるにも関わらず，仙台市青葉区西

花苑，福島市伏拝あさひ台団地，長岡市高町団地に

おける斜面崩壊範囲は，住家の基礎部分にまで及び，

住家は転落寸前もしくは転落する結果となった． 

(2) 広島県のがけ条例による建築禁止距離を満足してい

るにも関わらず，呉市両城の斜面崩壊範囲は，住家

の基礎部分にまで及ぶ結果となった． 

(3) 上記(1)および(2)の被災要因となった地震のタイプは，

プレート境界地震，内陸地殻内地震，スラブ内地震

とそれぞれまちまちであるものの，対象斜面に作用

した本震時における最大加速度PGAは，いずれも

600gal程度である． 

(4) 一次すべりのみの定義では，対象斜面の崩壊実績を

十分に再現することができず，二次すべりの影響を

考慮することによって，崩壊実績を良好に再現する

ことから，大規模地震時における斜面崩壊範囲の評

価では，一次すべりだけでなく二次すべりについて

も同時に考慮する必要がある． 

(5) 一次すべりに基づく斜面崩壊範囲の評価では本震に

よる水平震度を考慮し，二次すべりに基づく斜面崩

壊範囲の評価では水平震度を無視することで，一定

の精度で斜面崩壊範囲を評価可能である．ただし，

長町団地での斜面崩壊の実績を踏まえれば，本震と

同程度の規模の余震が発生し，対象斜面に影響を及

ぼす可能性がある場合には，本震ならびに余震によ

る地震力(水平震度)を同時に評価する必要がある． 

今後は，他の大規模地震で被災した他の宅地造成斜面

(たとえば，2011年東北地方太平洋沖地震によって被災

した一関市舘ニュータウン40),41)・山元町太陽ニュータウ

ン25),42),43),44),45)，2001年鳥取県西部地震によって被災した法

勝寺中学校の造成斜面46),47)，1993年釧路沖地震によって

被災した釧路市緑ヶ岡48),49))についても同様の検討を行い，

得られた知見を踏まえて，大規模地震時における斜面崩

壊範囲の評価手法に関する新たな提案を行っていく予定

である． 
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提供していただきました．また，中村晋教授(日本大学

工学部土木工学科)には，福島市伏拝あさひ台団地にお

ける貴重な資料ならびに有意義なご意見をいただきまし

た．さらに，長岡市高町団地および呉市両城の住民の皆
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PRELIMINARY STUDY ON EVALUATION OF FAILURE RANGE 

AT RESIDENTIAL FILL SLOPES 
DAMAGED BY THE PAST LARGE SCALE EARTHQUAKES 

 
Shoko KOMAI, Yoshiya HATA, Ken-ichi TOKIDA and Masaki UOTANI 

 
   Aseismic design method of residential fill slope concerns only the safety factor, residual displacement, 
and travelling distance; however, the estimation of the range of slope failures is necessary to make a 
safety regulations for construction of residential houses close to a slope. Based on slope stability analysis 
for 4 case histories in the past large scale earthquakes, the range of slope failures due to the earthquakes 
were investigated. The results was summarized as source material to determine a rational criteria for the 
range of slope failures in the future study. 
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